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研究成果の概要（和文）：本研究は、公的部門の投資の中でも無形資産投資に焦点をあてた研究を行った。まず
データ作成の面では、公的部門を含む無形資産投資の延長推計を行い、これを（独）経済産業研究所上で公開さ
れている日本産業生産性データベースの一部としてアップロードした。この無形資産データを使って、民間部門
の利潤率低下を分析した論文は、International Productivity Monitorに掲載された。また研究面では社会資本
が生産要素の資源配分にどのような影響を及ぼしているかを調べた論文は、近日中に東京大学出版会から出版さ
れる書籍の1章として公刊される予定である。

研究成果の概要（英文）：Our research focuses on the measurement and the economic effects of 
intangibles in the public sector. As for the measurement of intangibles, we extend the database on 
intangibles published in the website of Research Institute of Economy, Trade, and Industry.
As for the research papers, we introduce the following three studies. The first study published in 
International Productivity Monitor in 2017 examines the effects of intangibles on the rate of return
 on capital in Japan. In the second paper, we study the effect of supply chain disruption led by the
 destruction of infrastructure due to the Great-East Japan Earthquake on the regional economies. 
This paper is published in the Japan and the World Economy in 2017. In the last paper, we also 
examine the effects of public infrastructure on the resource reallocation in the regional economies.
 The paper will be one chapter in a book which will be published from the University Tokyo Press in 
the near future.

研究分野： マクロ経済学、日本経済論

キーワード： 経済政策　経済統計学　経済事情
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１．研究開始当初の背景 
日 本 で は 、 Mera(1973) 及 び Asako and 
Wakasugi(1984)以来、世界に先駆けて、社会
資本の生産力効果に関する分析が行われて
きた。こうした研究は 1990 年代に入って、
地域別の生産力効果や地域間の波及効果の
検証、またそれらの因果性に関する厳密な実
証分析へと発展してきた。しかしながら、こ
うした研究の流れは 2000 年代に入り、二つ
の観点から再検討が求められていた。 
一つは 1990 年代後半から財政赤字が深刻化
し、公共投資による社会資本の蓄積が、長期
的に1国経済や地域経済全般の成長に寄与し
ているか否かについて、より詳細な検証が求
められるようになってきた点である。二つ目
は、従来の社会資本の概念が、道路や橋梁、
港湾などの有形資産に偏っていたという点
である。1990 年代後半の IT 革命以来、民間
経済では、従来の有形資産に比べ、ソフトウ
エア、研究開発投資を通した知識資産、人材
などの無形資産の方が生産性向上への寄与
が大きいということが確認されている
（OECD(2013)）。政府もまた、膨大なネット
ワークやデータベース、人材などを有してい
ながら、これらを社会資本とみなしていない
状況があった。 
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２．研究の目的 
世界に先駆けて社会資本の生産力効果に関
する分析が行われてきた日本では、この研究
の流れは、地域別の生産力効果や地域間の波
及効果へと精査が進んでいた。本研究は次の
二つのテーマで、従来の研究の拡張及び深化
を目的とする。一つは、従来の研究が、社会
資本が全般的な生産性の向上に与える影響
を検証してきたのに対し、本研究では、社会
資本が効率的な資源配分の改善を通して生
産性向上に寄与しているかどうかを検証す
る。二つ目は、従来の社会資本研究が、常に
道路、橋梁、港湾等の有形資産を対象として
きたのに対し、公的機関の研究開発、政府が
有するネットワーク機能やデータベース、更
にはそれを補完する人材等の無形資産も含
めて社会資本とみなし、これが民間経済の生
産性向上にどのように寄与するかを検証す
る。 
 

３．研究の方法 
本研究は 3段階に分けて推進した。 
 
第 1段階：無形資産を含む広義の社会資本の
推計である。特にどの無形資産を社会資本と
見なすかについては、欧州における無形資産
を含む社会資本の研究プロジェクトである
SPINTAN project の作業と並行しながら、国
際的に通用する定義の下で、推計を行うため、
この作業に 1年余りを要した。 
 
第 2段階：この広義の社会資本と JIP データ
ベースや R-JIP データベースを利用し、どの
社会資本が、1 国全体または地域別の生産性
向上に寄与するかを実証的に検証した。この
検証にも約 1年を要した。 
 
最終段階：分析結果を内外の学会や政策担当
者との研究会の場で報告し、論文としてまと
め、査読専門誌への掲載を目指した。 
 
４．研究成果 
（1）研究の方法の第 1 段階は、2015 年度の
研究に対応している。ここでは、公的部門だ
けでなく、民間部門も含めた無形資産投資の
延長推計を行った。推計は 2012 年までで、
結果は、（独）経済産業研究所のウェブサイ
ト
（ https://www.rieti.go.jp/jp/database/J
IP2015/index.html）に掲載されている。こ
れを使って民間部門と公的部門の無形資産
投資を見ると下図のようになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
2012 年の総無形資産投資額約 40 兆円のうち
公的部門の無形資産投資額は 1％の 4 兆円程
度である。この比率は 30 年近くほとんど変
わっていない。 
我々の推計を SPINTAN project での推計と比
べることを考えたが、2016 年に project が終
了してしまい。直接的な比較は行えなかった。
しかし 2017 年秋に、INTAN-Invest データベ
ースが無形資産投資の新たな延長推計を行
ったため、欧米諸国との比較が可能な状態に
なったが、研究期間終了時期にあたっており、
今後の課題としたい。 
 
（2）研究方法の第 2 段階は、延長したデー



タを利用して、実際の分析を行う段階となる。
分析の方向は、公的部門だけでなく民間部門
も含めた無形資産投資が民間経済に与える
影響の考察と、公的部門の投資を有形資産と
したときの民間経済、特にその生産性に与え
る影響の分析を行った。ここでは論文の作成
段階なので、主に研究会での発表が主となる。
前者の分析については、スペインマドリッド
で 2016 年 5 月に開催された第 4 回 World 
KLEMS Conference で報告を行っている。また
後者についても 2017 年度の日本経済学会春
季大会で報告を行っている。 
 
（3）そして第 3 段階は、第 2 段階で研究し
た成果を公刊する段階となる。第 2段階にお
け る 前 者 の 分 析 は 、” Can Intangible 
Investments Ease Declining Rates of Return 
on Capital in Japan?”として、2017 年に
International Productivity Monitor に掲載
され、後者の論文は、「地域の資源配分と生
産性向上政策」として、徳井信州大学教授が
変種する『日本の地域別生産性と格差 －
R-JIP データベースの構築による産業別分
析』（東京大学出版会）の中の 1 章として掲
載される予定である。この他にも地域の取引
ネットワークという無形資産が崩壊した東
日本大震災の際の経済効果を調べた”The 
Economic Impact of Supply Chain Disruption 
from the Great East-Japan Earthquake”も
2017 年に Japan and the World Economy に掲
載されている。また第 3段階では、延長され
た無形資産投資のデータや生産性の計測結
果を利用して、成果を普及する意味で、一般
向けにも原稿執筆や講演を行っている。例え
ば「地域の資源配分と生産性向上政策」につ
いては、そのエッセンスを 2017 年に 2 月に
日本経済新聞の経済教室で紹介している。ま
た宮川も滝澤も 2017 年には「月間 資本市
場」で生産性に関する論稿を執筆している。 
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